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研究成果の概要（和文）： 

乳幼児期のコミュニケーション能力値（ＩＲＴ）は生後１８ヶ月まで急速に増加し、その後、

分析した７歳まで漸増していく。自閉症群は、１歳半頃から定型発達群との差が広がり、個人

差も大きくなる。本研究の自閉症チェックリストでは１歳半で７割の自閉症児を検出した。能

力値とＡＤＯＳの重症度は逆相関を示す。自閉症群にはライフステージに沿って多職種による

発達支援を実施した。こうした発達評価に基づく地域総がかりの支援の実践モデルは「糸島プ

ロジェクト」として全国的に知られている。 

 
研究成果の概要（英文）： 

Communication scores calculated under IRT increases rapidly by 18 months of age, and 
then, keeps gradually increasing by 7 years of age. A widening gap between children with 
autism and typically developing children is observed since 18 months of age. At the same 
time, the individual differences among children with autism grows. The checklist for 
autism in our study can detect 70 percentages of children with autism at 18 months of 
age. There is an inverse correlation between communication scores based on IRT and 
severity scores of autism based on ADOS. Developmental treatment according to each life 
stage has provided to children with autism by those who from many lines of work. These 
clinical practices conducted in this community are now well-known as “Itoshima 
Project”. 
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１． 研究開始当初の背景 
 

当時、乳幼児期における共同注意の発達は、
その後の言語獲得や社会的情動などの社会
的認知発達に重要な役割を果たし、他方、そ
の発達に問題があると重篤なコミュニケー
ション障害などの発達的帰結を惹起すると
考えられていた。そして、この研究課題に対
して、大規模標本を対象にした縦断研究の必
要性が国際的に指摘されていた。    他
方、わが国では、教育・福祉施策の新たな展
開に伴って、発達障害の早期発見と早期対応
の実践研究の必要性が喫緊の課題となって
きた。この二つの関連する研究課題に取り組
むためには、わが国の乳幼児健診システムと
連携したコホート研究を導入し、共同注意を
軸とした社会的認知の定型発達過程を明確
にするとともに、発達障害の初期予兆を見出
してライフステージに沿った地域支援体制
を構築することが、学術的にも社会的にも意
義あるものと思われた。 
 
２． 研究の目的 

 
本研究の目的は、これまで実施してきた社

会的認知の発達と障害に関するコホート研
究を継続させ、まず（１）社会的注意・共同
注意・言語等の発達的関連性や定型発達の過
程を明確にすることである。さらに（２）後
ろ向き調査から自閉症の初期兆候を明確に
する早期スクリーニング法を開発し、最後に
（３）乳幼児健診から特別支援教育までの発
達支援の連続性を重視した社会連携による
発達支援の在り方について実践的検討を加
え、新しい地域モデルを構築することである。 
 
３． 研究の方法 

 
（１）社会的認知の定型発達過程の検討：第
一次コホート集団(平成１２年生まれ：約１
０００人)の出生から就学時までのテータを
項目反応理論を適用し、社会的認知の発達軌
跡を明らかにする。また、テスト精度の低か
った３歳児スクリーニングテストを改訂し、
次のコホート集団に実施してデータを蓄積
する。 
 
（２）発達障害の初期予兆の検討：加齢とと
もに発見される発達障害児の縦断データを
後ろ向き調査で分析し、初期予兆の有用なマ
ーカーを検討する。 
 
（３）地域発達支援モデルの構築：発達に気
になる子や確定診断された発達障害児に対
して、集団療育や個別療育を実践し、就学時
前後には多職種の重層的な共同作業による
地域総がかり的な支援を実施する。また、保

育士・保健師・教師等の直接処遇者に対して
は、各種の専門研修を行い地域支援の基盤づ
くりを行う。 
 
４． 研究成果 

 
（１） コホート調査 

 
第一次コホート集団については８ヶ月か

ら１８ヶ月まで２ヵ月毎に実施し、その後は
３歳、５歳、７歳と経年変化を追跡（前向き
コホート調査）してきた。研究期間中までに
蓄積されたデータに対し、項目反応理論（Ｉ
ＲＴ）を適用して全対象児のコミュニケーシ
ョン能力の発達軌跡を検討した。最も大きな
特徴は生後８ヶ月から１歳半の間に共同注
意を軸としたコミュニケーション能力が急
速に発達することであった。また、加齢に伴
って発達障害と診断された事例に対する後
ろ向き調査では、それぞれの能力値の発達軌
跡は定型発達群と同様に右肩上がりで推移
するが、生後１歳半頃から定型発達群とＰＤ
Ｄ群の差は次第に広がって行き、個人差も大
きくなる。１歳半当時のアンケートで欠損値
がない有効回答者について分析したところ、
問題なし群（定型発達群）が大半（93.8％）
であったが、我々が開発した自閉症チェック
リストの鍵項目にすべて該当する事例を調
べたところ、リスク児総数は６２名で５人中
１名がＡＳＤであった。つまり、アンケート
調査後数年以内にＡＳＤと診断された１７
名のうち、１８ヶ月時点ですでにその７割の
１２名を自閉症リスク児としてチェックし
ていたことになる。これはチェックリストの
有用性を示すものであるが、今後は高機能自
閉児のスクリーングを中心にしてその精度
をさらに高める努力が望まれる。 

（２） ＡＤＯＳによる評価 
 
上述のスクリーニングテストは大規模標

本を対象にする自記式の質問紙調査である
ため、項目によっては親の過大評価などによ
る余剰誤差も大きくなる。そこで、自閉症の
診断根拠や障害特性を明確にし、それに基づ
いて個に応じた対応をするためにはＡＤＯ
Ｓのような新しい評価法の導入が望まれる。
本科研分担者がＡＤＯＳの研究ライセンス
を取得したため、前述の自閉症と診断された
子どもたちにＡＤＯＳによる評価を試みた。
図１の表の severity score は自閉症の重症
度を示す得点である。図の左側は生後８ヶ月
から７歳までのデータが蓄積されたので項
目反応理論（ＩＲＴ）を適用して全対象児の
コミュニケーション能力の発達軌跡を検討
したものである。図の右側のＡＤＯＳによる
重症度とＩＲＴによる能力値は非常に高い



 

 

関係（逆相関）を示している。つまり、重症
度が大きくなるほど能力値は低くなる。これ
らの結果から、乳幼児健診などで発達障害の
早期発見や個人の発達経過を調べるために
は、まず、大規模標本を対象にスクリーニン
グテストを実施して小集団（リスク児）に絞
り込み、次に、そのリスク児に対して個別の
詳細な実態把握を目的としたＡＤＯＳを実
施することが有効であることを示唆してい
る。 

 
図１ 定型発達群と自閉症群の能力値の比

較及び能力値とＡＤＯＳ（重症
度）の関係 

 

（３）専門性の向上 
  

発達障害児に関する国の施策見直し検討
委員会の報告書によれば、当事者をもつ家族、
保育士等の直接処遇者が早期に障害の可能
性に気づくことが重要課題の一つになって
いる。この課題に対して研究期間中、保育士
のための事例検討会を数回開催した。この研
修会には各種専門職が助言者として多数参
加し、保健師が各グループのコーデイネート
の役割を果たす。当然のことながら専門職に
違いによって助言の強調点には違いが生じ
る場合があるがそのことが専門職の相互理
解・相互研修を高めることにもなっている。
これとは別に、糸島プロジェクトに参加する
各種専門職を対象に本年度に初めてＡＤＯ
Ｓ研修会を実施したがこれも発達障害児支
援のための重要な活動である。この研修会に
は保健師、医師、保育士、小学校教師、心理
士、社会福祉士、特別支援教育コーデイネー
ターなど多職種が参加したが、この領域には
まだ多くの課題が残されているためさらに
専門研修を深めて行く必要がある。 
 
（４）地域支援ネットワークの構築 

 

発達障害児は乳幼児期に適切な対応があ
れば著しい発達的変化を示す可能性がある。
しかし、現在のところ、その後の行動的特徴
は様々に変化しても自閉性自体はそう簡単
には変化するものではない。そのため WHOも
ICIDH（国際障害分類）から ICF（国際生活機
能分類）へと軸足を変化させてきたことは周
知の通りである。ICF では障害という発想を
切り離し、生活機能や健康の分類の視点に立
った支援をめざしている。本研究でも、地域
関係者の「顔の見える」「かねてからの」関
係性こそが生活臨床の質を高め、当事者が障
害を持ちながらも社会に受け入れ、人として
「あたりまえ」の生き方を支援する原動力と
なるというポラリスを大切に地道な活動を
展開してきた。その成果は、図２でも明らか
なように就学移行支援事業を例にしてもこ
の地域の関係者（内部リソース）の参加数は
増加し、関係性の拡がり（地域力の向上）に
も見ることができる。 

 
 図２ 移行支援キャンプの参加者の推移 
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